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再生可能エネルギーの導入効果と当社事例
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NTTアノードエナジーのご紹介
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総合ICT事業 地域通信事業 グローバル・
ソリューション事業

不動産事業 エネルギー事業

持株会社 NTT研究所

地域通信事業

NTTアノードエナジーの事業
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NTTアノードエナジーグループ概要

創り(グリーン発電)、蓄え・調整し(アグリゲーション)、届ける(電力小売、環境価値提供)までを一気通貫で提供

会社名 NTTアノードエナジー株式会社
(英文名：NTT Anode Energy Corporation)

事業内容

⚫ グリーン発電事業
⚫ アグリゲーション事業
⚫ 電力小売事業
⚫ エンジニアリングソリューション事業

所在地 東京都港区芝浦3丁目4番1号

設立年月日 2019年6月3日

主な
グループ
会社

株式会社 エネット(2000)
株式会社 NTTスマイルエナジー(2011)
株式会社 グリーンパワーインベストメント(2004)

資本金 79.2億円(2026年4月1日現在)

株主構成 NTT株式会社 100%

社員数
24名（設立時）

2,700名（2026年4月1日現在）

拠点 全国47都道府県

再エネ発電所数

蓄電池設備規模

監視電力設備数

再エネ発電量

販売電力量

電気主任技術者数

約320ヶ所

約5GWh

約20万装置

約28億kWh

約88億kWh

約1,850人

2026年4月時点の第1種・第2種・第3種の累計主に通信用電力・空調設備

2024年4月～2025年3月販売実績家庭用蓄電池(10kWh)約40万世帯相当

新電力 シェアNo.2(約6%)

2026年3月末時点2026年3月末時点



5Copyright © NTT Anode Energy Corporation All rights reserved.

NTTアノードエナジーがめざす姿

技術力と探求心でエネルギーに新常識を

美しい社会と地球を持続可能なものとするために

カーボンニュートラルを実現する
エネルギー流通のリーディングカンパニーへ

地域とともに、パートナーとともに、仲間とともに

美しい地球を持続可能なものとするアクションを、パートナー企業様との協創により実現することをめざします。

ビ ジ ョ ン

パ ー パ ス
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日本電信電話公社設立

ルーツである
「逓信省」設立

公衆電話への
太陽光発電設備の
導入開始

株式会社
NTTファシリティーズ設立

株式会社エネット設立
電力小売事業へ参入

NTTファシリティーズ
が大規模太陽光発電
事業に本格参入

６月

NTTアノードエナジー

株式会社 設立

8月

株式会社

グリーンパワーインベストメント

の子会社化

株式会社
NTTスマイルエナジー設立

９月

NTTスマイルエナジー

の子会社化

10月

エネットの子会社化

7月

・NTTファシリティーズの

電力関連業務を統合

・2,000名を超える電力技術者が

NTTアノードエナジーに合流

● NTTグループの温室効果ガス
    排出量80%削減（2013年度比）

● モバイル（NTTドコモ）、
データセンターの
カーボンニュートラルを実現

NTTグループのエネルギーの歴史
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再エネ導入効果
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再生可能エネルギーの導入効果

燃料・市場価格に左右されない
電力/環境価値の創出

＜再エネの導入効果＞ ＜需要家企業に与える影響＞ ＜社会に与える影響＞

地域の経済への寄与

CO2排出量の削減

エネルギーコストの安定化
経営安定化

エネルギー安全保障

事業機会の創出 地方創生

サステナビリティ経営の実現
企業価値の向上

脱炭素
気候変動対策

本日の
内容

●（事例1） 蓄電地・太陽光発電併設発電所
●（事例2） 川崎未来エナジーの取り組み

●(事例3)熊本県における地熱発電事業
●（事例4）青森県における風力発電事業
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再エネ導入効果： エネルギーコストの安定化
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電気料金の構造

基本料金

従量料金

契約容量 × 固定単価

使用電力量 × 単価

固定単価

燃料調整

市場調整

+

+

・燃料費によって変動する部分

・電力市場価格によって変動する部分

<電気料金構造の一例＞

燃料費/電力市場価格の変動リスク

• 需要家の電力料金は、市場/燃料によって変動する部分を含む場合が多い

• 多くの需要家は、燃料費、電力市場価格の変動リスクを一部受容している

• また、オプションとして非化石証書を付与する場合、その単価は非化石証書市場価格に依存

非化石証書 使用電力量 × 単価 ・単価は非化石証書市場価格に依存
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physical PPAによる価格固定化

太陽光
発電分

需要カーブ
（kW）

（0時） （24時）

• physical PPAは、太陽光発電等の燃料費が不要という特徴を活かして、電気料金の一部を「固定化」が可能な方法

• ただし、電気料金を固定化できるのは再エネ供給部分のみ。再エネ供給割合を大きくすることが今後の課題

基本料金

従量
料金

太
陽
光
発
電
料
金

使用電力量 × 固定単価

燃料費/電力
市場価格の変

動リスク 変動
リスク

<physical PPA料金構造の一例＞

固定

再エネ供給割合を
増加させるためには・・・

1. 蓄電池の活用

2. 太陽光以外の再エネの活用

非化石証書
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取組み事例１ 蓄電地・太陽光発電併設発電所

• 大分県臼杵市において、既設の太陽光発電所に蓄電池を併設。2026年2月より蓄電池も併せた運転を開始。

• これまで出力制御の対象となっていた時間帯の電力を充電し、電力需要が高い時間帯や市場価格の高い時間帯に放電・
供給することで、再エネの有効活用を進める。
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取組み事例２ 川崎未来エナジー（1/2）

燃料費、市場価格に
影響しない料金メニュー

• 川崎市における地域エネルギー会社※

• ごみ発電を中心とした電源構成で、燃料費/市場価格に影響しない料金メニューを実現

• 公共施設など需要家のエネルギーコストの安定化に寄与

【公共施設】
・市立学校等の教育関連施設（ 169施設）
・区役所、出張所等（ 10施設）
・その他【環境局所管施設・消防施設・保育園等】
（ 69施設）
・川崎駅市役所通りライトアップ

【民間施設】
・２事業者３施設

エネルギーコスト
の安定化

ごみ発電を中心に
市内再エネを活用

※ 出資事業者： 川崎市、NTTアノードエナジー、東急、東急パワーサプライ、川崎信用金庫、きらぼし銀行、セレサ川崎農業協同組合、横浜銀行
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取組み事例２ 川崎未来エナジー（2/2）

高い再エネ比率
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再エネ導入効果： 地域活性化による事業機会創出
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再エネ事業と地域の関係

再エネ発電
事業

• 再エネの多くは、地域で創出し、都市で消費される

• 再エネは、発生源の地域に経済効果をもたらし、それは新たな取り組みの源泉に

電気/環境価値調達
その他、支援

経済効果
・投資
・税収
・雇用 など

地域課題の解決支援
地域発の新規取り組み

企業地域

“事業の機会”

事業安定運用
地域共生

新規事業
CO2削減

経済効果
→ 地域活性化
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取組み事例3 わいた地域における地熱発電事業

• ふるさと熱電株式会社が手掛ける、熊本県小国町わいた地区における地域住民が主体的に関わる
地域共生型の地熱発電事業

• 売電収益は地元に還元され、地域のまちづくりに活用

• 複数の企業が当該地熱発電事業から再エネを調達。NTTグループも参画

わいた第２地熱発電所

＜地域活性化のイメージ＞
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• グリーンパワーインベストメントが手掛ける、青森県つがる市にある日本最大級の陸上風力発電所

• 風力発電事業の売電収入の一部を、地域の一次産業振興に活用。

自治体と発電事業者の協働により地域の産業振興を推進

⚫ 稲わら・もみ殻を利活用するための検討会を自治体、農業従事者、
資材メーカ、グリーンパワーインベストメントで設置

⚫ 未利用のもみ殻を資材化することで、健康被害や交通障害の原因と
なる稲わら・もみ殻の野焼き対策及び資源循環を目指す

取組み事例4 ウィンドファームつがる
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再エネ拡大に向けた既存発電所の長期活用
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FIT期間終了後の再生可能エネルギー発電所

累計

20
資源エネルギー庁「再生可能エネルギーの主力電源化について」

• 事業用太陽光発電は2012年以降の13年間で60GW導入、FIT終了後5年間で29GWが喪失する恐れ

約29GW

単位：GW

約60GW

2012～2024年度の事業用太陽光設備導入量累計 / 年度別FIT期間終了容量※1

12～24年度
設備導入量

累計

：2037年以降にFIT期間終了
(2017年度以降に導入)

：2032～36年度にFIT期間終了
(2012～2016年度に導入)

6.8

8.4

8.1

5.4
4.7

4.9

4.9

5.0

3.7

3.5
2.1

1.6

32～33

年度

34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度32～33
年度

FIT期間が順次終了

約31GW

僅か5年で

50%減少

※1：FIT期間20年



21Copyright © NTT Anode Energy Corporation All rights reserved.

太陽光発電事業撤退後の課題

• 一斉廃棄等、太陽光パネルが撤去されず、不法投棄等の社会問題が顕在化する恐れ

太陽光パネルが撤去されず放置・不法投棄

• 事業者所有の土地で実施されている太陽光は、コストのかかる廃棄処理を行わずに有価物だとしてパネルが放置される可能性

• 廃棄費用を捻出できず、他の土地に不法投棄されるリスク

不十分な管理で放置されたパネル
※出典：経済産業省・環境省 「太陽光発電設備の廃棄・リサイクルをめぐる状況及び論点について」
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リパワリングプロジェクトのご紹介

• 当社にて長期電力買取、資金提供等のサービスをプラットフォーム化し、リパワリングを推進

• 発電事業者に事業を継続する方法を提供するとともに、需要家の皆様に信頼性の高い再エネ電力を供給

発電所評価

クライテリアの
設定・評価

リパワリング工事

PCS・
パネルリパワリング

金融機関

資金調達

O&M・AM・
モニタリング

維持管理・運用
監視計測・データ収集

電力買取

長期固定額での
電力買取

プラットフォーム
参画

再エネ電力販売

発電事業者

再エネ需要家

プラットフォーム参画を通して

事業継続が可能

プラットフォーム参画を通して

再エネ電力の
安定調達が可能
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ご清聴ありがとうございました。
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